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スタートアップ創出促進保証制度
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6月の税務と労務6月 （水無月）JUNE
21日・春分の日

国　税／5月分源泉所得税の納付�
� 6月12日
国　税／所得税の予定納税額の通知�
� 6月15日
国　税／�4月決算法人の確定申告（法

人税・消費税等）� 6月30日
国　税／10月決算法人の中間申告�
� 6月30日
国　税／�7月、10月、1月決算法人

の消費税等の中間申告（年
3回の場合）� 6月30日

地方税／�個人の道府県民税及び市町
村民税の納付（第1期分）� �
� 市町村の条例で定める日

労　務／�健康保険・厚生年金保険被
保険者賞与支払届� �
� 支払後5日以内

労　務／�児童手当現況届（市町村役
場に提出）� 6月30日

　経営者保証を不要とする信用保証制度。創業予定者や分社化予
定者、創業後5年未満の法人などを対象に、保証限度額3,500万円、
保証期間10年以内、据置期間1年（一定要件満たすと3年）以内、
信用保証協会所定の創業関連保証の保証料率に0.2％上乗せした保
証料率で、審査の上、融資が受けられます。
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い
よ
い
よ
本
年
の
10
月
よ
り
イ
ン

ボ
イ
ス
制
度
が
導
入
さ
れ
ま
す
。

　

円
滑
な
制
度
移
行
に
向
け
て
事
業

者
に
対
す
る
支
援
を
一
層
き
め
細
や

か
に
行
う
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

令
和
５
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
更

な
る
改
正
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

今
回
は
、
そ
の
ポ
イ
ン
ト
を
確
認

し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

１　

�

イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者
と

な
る
免
税
事
業
者
の
負
担
軽
減

（
２
割
特
例
）

⑴　

制
度
の
概
要

　

免
税
事
業
者
か
ら
イ
ン
ボ
イ
ス
発

行
事
業
者
と
な
っ
た
こ
と
等
に
よ
り

事
業
者
免
税
点
制
度
の
適
用
を
受
け

ら
れ
な
い
こ
と
と
な
る
者
を
対
象
と

し
て
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
開
始
か

ら
令
和
８
年
９
月
30
日
の
属
す
る
課

税
期
間
ま
で
の
期
間
、
納
税
額
を
売

上
げ
に
係
る
消
費
税
額
の
２
割
に
軽

減
す
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
ま
す
。

　

サ
ー
ビ
ス
業
を
営
む
者
が
簡
易
課

税
制
度
を
選
択
し
た
場
合
を
例
に
考

え
る
と
、
売
上
げ
に
係
る
消
費
税
を

70
万
円
と
し
た
場
合
、
み
な
し
仕
入

率
は
50
％
と
な
る
た
め
、

　

 

70
万
円
×
50
％
＝
35
万
円 

が
納
税
額
と
な
り
ま
す
。

　

し
か
し
、
今
回
の
改
正
に
よ
り
２

割
特
例
を
適
用
し
た
場
合
は
、

　

 

70
万
円
×
20
％
＝
14
万
円 

と
な
り
、
21
万
円
税
負
担
が
軽
減
さ

れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
簡
易
課
税
制
度
で
は
、
例

え
ば
小
売
業
と
サ
ー
ビ
ス
業
を
営
む

者
な
ど
、
同
じ
課
税
期
間
内
に
異
な

る
み
な
し
仕
入
率
が
生
ず
る
場
合
、

計
算
が
煩
雑
に
な
る
こ
と
が
あ
り
ま

す
。
そ
の
点
、
２
割
特
例
は
業
種
に

係
わ
ら
ず
全
体
の
収
入
を
把
握
す
る

だ
け
で
申
告
が
可
能
と
な
る
た
め
、

事
務
負
担
も
軽
減
さ
れ
ま
す
。

⑵　

基
準
期
間
に
お
け
る
課
税
売
上

高
が
１
０
０
０
万
円
超
の
場
合

　

こ
の
２
割
特
例
は
、基
準
期
間（
法

人
の
場
合
は
前
々
事
業
年
度
、
個
人

事
業
主
の
場
合
は
前
々
年
）
に
お
け

る
課
税
売
上
高
が
１
０
０
０
万
円
を

超
え
る
課
税
期
間
は
適
用
が
受
け
ら

れ
ま
せ
ん
。
例
え
ば
、
下
図
の
と
お

り
、
個
人
事
業
主
で
令
和
５
年
（
基

準
期
間
）
に
お
け
る
課
税
売
上
高
が

１
０
０
０
万
円
を
超
え
る
場
合
に

は
、
令
和
７
年
分
の
申
告
に
つ
い
て

は
適
用
が
で
き
な
い
こ
と
と
な
り
ま

す
。

　

そ
し
て
、
こ
の
よ
う
な
場
合
に
つ

い
て
は
簡
易
課
税
制
度
へ
の
移
行
措

置
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

簡
易
課
税
制
度
を
選
択
す
る
場
合

は
、「
消
費
税
簡
易
課
税
制
度
選
択

届
出
書
」
を
、
原
則
と
し
て
適
用
を

R6.1

 （1,000 万円以下） （1,000 万円超）

登録申請書

R5.10
課税事業者

特例適用不可

登録

特例適用可

簡易届出書

R4.1 免税事業者 R5.1 免税事業者 R6.1 課税事業者 R7.1 課税事業者 R8.1

➡R7 の課税期間
より簡易課税制
度の適用可能

簡易課税制度の事業区分とみなし仕入率
事業区分 該当する事業 みなし仕入率

第1種事業 卸売業 90%

第2種事業 小売業、農林漁業（飲食料品） 80%

第3種事業 製造業、農林漁業（飲食料品除く）等 70%

第4種事業 その他事業（飲食店業等） 60%

第5種事業 サービス業（飲食店業除く）等 50%

第6種事業 不動産業 40%

令和５年度 
税 制 改 正

インボイス制度導入に
向けた負担軽減措置
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ら
れ
ま
す
。

　

そ
の
点
を
踏
ま
え
、
事
業
者
の
事

務
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
１
万
円
未

満
の
少
額
な
値
引
き
等
に
つ
い
て

は
、
返
還
イ
ン
ボ
イ
ス
の
交
付
が
不

要
と
さ
れ
ま
し
た
。

４　

登
録
申
請
手
続
き
の
柔
軟
化

　

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
が
導
入
さ
れ
る

令
和
５
年
10
月
１
日
か
ら
登
録
を
受

け
る
た
め
に
は
、
原
則
と
し
て
令
和

５
年
３
月
末
ま
で
に
申
請
書
を
提
出

す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
改

正
前
は
４
月
以
降
で
も
、
申
請
書
に

３
月
末
ま
で
の
申
請
が
「
困
難
な
事

情
」
を
記
載
す
る
こ
と
で
、
10
月
１

日
に
登
録
し
た
も
の
と
み
な
す
措
置

が
設
け
ら
れ
て
い
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
事
業
者
の
準
備
状
況
に

バ
ラ
つ
き
が
あ
る
こ
と
や
、
今
回
の

改
正
に
よ
り
負
担
軽
減
措
置
が
追
加

さ
れ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
あ
え
て
申

請
書
に
「
困
難
な
事
情
」
の
記
載
を

求
め
る
こ
と
な
く
、
４
月
以
降
の
申

請
を
可
能
と
す
る
対
応
が
行
わ
れ
ま

し
た
。

受
け
よ
う
と
す
る
課
税
期
間
の
初
日

の
前
日
ま
で
に
提
出
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。
し
か
し
、
２
割
特
例
の
適

用
を
受
け
た
課
税
期
間
の
翌
課
税
期

間
中
に
こ
の
選
択
届
出
書
を
提
出
し

た
と
き
は
、
そ
の
提
出
し
た
日
の
属

す
る
課
税
期
間
か
ら
簡
易
課
税
制
度

の
適
用
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

⑶　

す
で
に
簡
易
課
税
制
度
選
択
届

出
書
の
提
出
を
し
た
場
合
の
適
用

　

事
業
者
の
中
に
は
、
イ
ン
ボ
イ
ス

登
録
申
請
書
と
と
も
に
、
簡
易
課
税

制
度
選
択
届
出
書
を
同
時
に
提
出
し

て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
の
で
は
な
い

で
し
ょ
う
か
。
こ
の
よ
う
な
場
合
に

は
、
２
割
特
例
の
適
用
が
で
き
な
い

の
で
は
な
い
か
と
い
う
疑
問
が
生
じ

ま
す
。

　

こ
の
点
、
２
割
特
例
は
、
本
則
課

税
と
簡
易
課
税
の
い
ず
れ
を
選
択
し

て
い
る
場
合
で
も
、
適
用
が
可
能
で

す
。
つ
ま
り
、
簡
易
課
税
制
度
の
選

択
届
出
書
を
提
出
し
て
い
た
と
し
て

も
、
申
告
の
際
に
２
割
特
例
を
選
択

す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
り
、
簡
易
課

税
制
度
選
択
届
出
書
を
取
り
下
げ
る

必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
２
割
特
例
の
適
用
を
受
け

よ
う
と
す
る
場
合
は
、
確
定
申
告
書

に
そ
の
旨
を
付
記
す
る
だ
け
で
、
事

前
の
届
出
も
不
要
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
２
割
特
例
は
、
簡
易
課
税
制

度
の
よ
う
な
２
年
間
の
継
続
適
用
の

縛
り
も
あ
り
ま
せ
ん
。

２　

�

一
定
規
模
以
下
の
事
業
者
に

対
す
る
事
務
負
担
の
軽
減
措
置

　

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
導
入
後
は
、

少
額
な
取
引
で
も
イ
ン
ボ
イ
ス
の
保

存
が
必
要
と
な
り
ま
す
が
、
制
度
の

定
着
ま
で
の
実
務
に
配
慮
し
て
、
一

定
規
模
以
下
の
事
業
者
の
行
う
少
額

取
引
に
つ
き
、
事
務
負
担
の
軽
減
措

置
が
設
け
ら
れ
ま
し
た
。
具
体
的
に

は
、
基
準
期
間
に
お
け
る
課
税
売
上

高
が
１
億
円
以
下
で
あ
る
事
業
者
に

つ
い
て
は
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
施

行
か
ら
６
年
間
、
１
万
円
未
満
の
課

税
仕
入
れ
に
つ
い
て
、
イ
ン
ボ
イ
ス

の
保
存
が
な
く
て
も
帳
簿
の
み
で
本

則
課
税
に
お
け
る
仕
入
れ
に
係
る
消

費
税
額
の
控
除
が
で
き
ま
す
。

　

ま
た
、
基
準
期
間
に
お
け
る
課
税

売
上
高
が
１
億
円
超
で
あ
っ
た
と
し

て
も
、
特
定
期
間
（
法
人
の
場
合
は

前
事
業
年
度
の
開
始
か
ら
６
ヶ
月
、

個
人
事
業
主
の
場
合
は
前
年
の
１
月

か
ら
６
月
ま
で
の
期
間
）
の
課
税
売

上
高
が
５
０
０
０
万
円
以
下
で
あ
る

場
合
も
対
象
と
な
り
ま
す
。

３　

�

少
額
な
返
還
イ
ン
ボ
イ
ス
の

交
付
義
務
の
見
直
し

　

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
が
導
入
さ
れ
る

と
、
値
引
き
等
を
行
っ
た
際
に
も
、

そ
の
金
額
や
消
費
税
額
な
ど
を
記
載

し
た
「
返
還
イ
ン
ボ
イ
ス
」
の
交
付

義
務
が
生
ず
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

例
え
ば
売
上
代
金
の
入
金
の
際

に
、
買
い
手
側
の
都
合
で
振
込
手
数

料
相
当
額
が
差
し
引
か
れ
て
い
る
場

合
、
そ
の
金
額
に
係
る
イ
ン
ボ
イ
ス

が
受
け
取
れ
な
い
た
め
「
売
上
値
引

き
」
と
し
て
処
理
す
る
こ
と
が
考
え

【参考資料】
財務省
インボイス
制度に関す
る資料　　

申告時における選択適用のイメージ 【財務省資料】

①　本則課税
or

②　2割特例

①　簡易課税
or

②　2割特例

申告にあたっては、①②の両方を計算する必要はない。

申告時に
選択可

申告時に
選択可

簡易課税
選択届出書

No

Yes



6 月号─4

■□□□□

　個人が、その年の5月15日現在におい
て確定している前年分の所得金額や税額な
どを基に計算した金額（予定納税基準額）
が15万円以上の場合、その年の所得税お
よび復興特別所得税の一部をあらかじめ納
付するという制度があります。この制度を
予定納税といいます。
　ただし、その年の6月30日の現況で所
得税および復興特別所得税の見積額が予定
納税基準額よりも少なくなる人は、7月
15日までに所轄の税務署長に「予定納税
額の減額申請書」を提出して承認されれば、
予定納税額が減額されます。なお、第2期
分の予定納税額だけの減額申請は11月15
日までです（この場合には、10月31日の
現況において見積ることとなります。）。
　廃業、休業、失業、業績不振や災害等の
影響により前年の所得から大きく減額が見
込まれる方は、予定納税の減額承認申請の
活用を検討すると良いでしょう。

KEY WORD  
予定納税の減額承認申請

　平成2年の「税を知る週間」で親子
で楽しめるコンテンツとして用意され
た「惑星アトン外伝」が遊べた任天堂
のゲーム機は、次のうちどれでしょうか。
①ファミリーコンピューター
②�ファミリーコンピューター（ディスク
システム）

③スーパーファミリーコンピューター

【解説】��
　平成2年の「税を知る週間」（現在は「税
を考える週間」と改称）は、「暮らしを支え
る税」をメイン・テーマに各地で「暮らし
と税金展」が催されるなどしました。
　「惑星アトン外伝」（非売品）は、任天堂
の「ファミリーコンピューター（ディスクシ
ステム）」で遊べ、税金展や全国517の税
務署で挑戦できるコンテンツとして国税庁

が制作したゲームソフトです。
　時代は2050年、舞台は太陽系から遠く
離れた惑星アトンという平和な星です。し
かし、惑星アトンに凶悪な敵が攻めてきて、
国の財源（税金）と「暮らしを支える税・極
秘文書」が奪われてしまいます。主人公の
カン太（地球の少年）とユーリー（アトンの
お姫様）は宇宙船カン太・ユーリー号に乗
り込み、奪還に向かいます。敵機の中には、
攻撃の合間に極秘文書の内容から税金クイ
ズを出題してくるクイザーという強敵も混
ざっていました。主人公が乗る宇宙船は、
クイズに答えながら敵機を撃ち落とし、財
源と極秘文書を取り戻していくのです。
　税金展の会場では5分という制限時間を
設け、何問正解できるかを競いました。事
前に親子連れでも楽しめると広報しており、
ゲームを用いるという趣向は、参加者に好
評を博しました。
　 �正解は、②ファミリーコンピューター

（ディスクシステム）でした。
� （出典：税務大学校税務情報センター）

税 金 ク イ ズ

　
夫
婦
が
離
婚
し
た
と
き
、
相
手
方

の
請
求
に
基
づ
い
て
一
方
の
人
が
相

手
方
に
財
産
を
渡
す
こ
と
を
財
産
分

与
と
い
い
ま
す
。
離
婚
に
よ
り
相
手

方
か
ら
財
産
を
も
ら
っ
た
場
合
、
一

定
の
場
合
を
除
き
、
贈
与
税
が
か
か

る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
一
方
、
財
産
分
与
が
土
地
や
建
物

な
ど
で
行
わ
れ
た
と
き
は
、
分
与
し

た
人
に
譲
渡
所
得
の
課
税
が
行
わ
れ

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
こ
の
場
合
、
分
与
し
た
時
の
土
地

や
建
物
な
ど
の
時
価
が
譲
渡
所
得
の

収
入
金
額
と
な
り
ま
す
。

　
次
に
、
分
与
を
受
け
た
人
は
、
分

与
を
受
け
た
日
に
そ
の
時
の
時
価
で

土
地
や
建
物
を
取
得
し
た
こ
と
に
な

り
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
将
来
、
分

与
を
受
け
た
土
地
や
建
物
を
売
っ
た

場
合
に
は
、
財
産
分
与
を
受
け
た
日

を
基
に
、
長
期
譲
渡
又
は
短
期
譲
渡

の
判
定
を
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

離
婚
に
よ
る
財
産
分
与


